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1. 戦前の心理学

0 心理学会の誕生

今から55年ほどまえ，そのころ私は東大文学部で心理

学を学んでいた。松本亦太郎教授が定年になられて，桑

田芳蔵教授が教室主任になられた頃である。哲学科で出

助教授が ドイツ留学から帰られて，アリス トテレスの

「デアニマ」をドイツ語版で演習しておられた。 哲学的

心理学はギリシャの昔からあったわけである。だが近代

科学と しての心理学はヴン トの実験心理学以後のこと

で， まだ100年を余り 出ない， ごく若い学問であった。

応用心理学会は日本心理学会と同じころ，私の学生時

代に誕生したばかりであった。その時から入会して，今

では両方の名誉会員になっている。その問の世の中の変

遷には激しいものがあった。

本誌では，これまで戦前の応心の生い立ちを主にまと

めている。松本洋さんや鶴岡さんの話の中には私も口を
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はさみたいことも多い。また，それらを拝見している

と， いずれもわが国の戦前の応用心理学の研究の盛んで

あったことである。「どうだ今の若い者は」と年寄りが

自慢しているように聞こえる。昔の跡を記録して置こう

というのだから当然のことかもしれない。だが昔，それ

だけ進んで、いたのなら，その後の発展はどこまで来たの

かと問われると困りそうな気がする。私のしてきたこと

は，振りかえるとみな挫折のあとのように思われるから

である。

今度は私に，戦後の話をして見よということである。

戦後のはじめに，お前は人事院に居て何かをやって居た

ようだ。あのl時に生れた公務員の人事院試験の中に，心

理職専門試験があって今日まで続いている。それは心理

学の戦後の発展のために大いに役立つてきたように思う

が，それについて述べて見よと編集委員会からの依願で

ある。戦前にく らべて戦後に心理学はどれだけ進んだか

という問題でもある。また心理職試験はどうして役立つ

ているのか，それは今後に問題はないのか，といったこ

とでもあろうと，思う。

0 戦前にも心理職はあった

本誌各号に古賀行義先生はじめ， 皆さんが応用心理学

の思い出として書いているように，li災前に於ては一般社
会や企業への心理専攻者の進出はごく少なかった。それ

でも内務省など公務の中では，心理学者はかなり働いて

いた。例えば海軍では大正時代から士宮が毎年一人ずつ

東大心理学科に留学して，各2カ年間ほど心理学の応用

を学んでいた。昭和7年から私が最初に海軍技術研究所

に入って海軍部内の心理学の応用に関する仕事をはじめ

ることになった。これについては鶴岡正一氏が第5号に
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詳しく述べている。陸軍での研究はおくれたが， 1111和15

年ごろから望月術氏などによって始められた。終戦時に

は豊原恒男氏を中心に航空に関しての仕事は大々的に行

われていたのである。

5f~~ 6号の松本洋氏の記事にあるように，当時の内務省

社会局ではわが国の職業指導の業務を行っていたが，そ

の強化を図るためにJ~車業適性検査の開発を行うこととな

り，このために鈴木信氏を専任した。昭和10年ごろから

は，これに松本氏はじめ 5， 6名の心理学専攻者を加

え，さらに12年には職業技師を各県に位くことになり ，

また軍事保護院でも職業技師を50名ほどこれに加えた。

これら多くの職業心理技師が協力して i淡H寺下の人的資

源の活用に，職業適性指導の仕事を手広く拡げよう とし

ていた。これら研究のあゆみが述べられている。

このほか， 私の知っている範聞でも，郵政省の郵便局

の業務能率や疲労について金子秀彬氏などが永く研究し

ていたし，鉄道省でも能率心理学的研究が大宮工場など

に若干の若い人たちを置いて研究されだしていた。

~~J'野広之氏が第 5 号に述べてい られるよ うに，労働科

学研究所は戦前から民間にあったし，大正11寺代から先輩

の上野陽一氏，問中克一氏， 淡路円治郎氏などの心理学

者が民間の各種の企業について， 産業能率向上のための

応用心理学を指導しはじめていたし，昭和10年過ぎには

大学の心理学科出の若者がぽつぽつ企業の人事課などに

勤め出しはじめたところである。i没後に干任人の副社長に

なった故中島村太郎氏は私と大学同期で，民間企業に入

ったはしりの人であったと思う。でも戦前は， 公務はと

もかく，民間での心理学の応用などはまだ未発達なので

あった。

文部省では東大などの国立大学には心理学の前座を設

け，文理大には教育心理の講座を置き，また各地の高等

学校や師範学校にも心理学の教官を置いて段々と心理学

の導入に努力してきたが， 心理学の実際的な応用の方面

に関しては，特に意を用いるこ とが少なく， アメリカに

はミュンスターバーグの産業心理学などがあるという知

識は導入しでも，わが国でこれを実施することは文部省

の1'lI;附1することで‘はなかった。東大内に航空心理研究室

を置いて，淡路円治郎氏がそこの助教授に任じられたぐ

らいのこ としかしなかったのである。

既述のように，応用心理学会が生れたのはl昭和のはじ

まりで，日本心理学会とほぼ同じ頃であった。その頃の

日心の会員数は200人ほどで，応心学会は100人足らずで

あった。それが世界大戦の終り頃， 1111和15年には，日心

全員は600名く らいに唱えたが，応心会員のほうは200人

ぐらいで，それも会員の大部分は教職にある人々であっ

た。

昭和16年には学会は日心，応心が統合して 「心理学

会」と一つになった。戦時下，r心理学研究Jな どの機
関誌も休刊となり ，学会も開けないまま幾つかの部会に

分かれて活動して行こうとしたが，戦後まで何事も出来

ないままに終戦となった。

戦前の応用心理学はそんな程度のものであった。戦後

の心理学は新制大学の発展もあって大いにのびたと言え

よう。復活した日本心理学会の会員数は大いにのびて，

今日は4，300人になっている。だが応用心理学会は1983

年の名簿で会員896 ~， になっただけである 。 戦後にはこ

の2学会のほかに，教育心理学会，社会心理学会， 臨床

心理学会， 動物心理学会，基礎心理学会，犯罪心理学会

など幾つもの単科学会が誕生している。

2 公務に於ける心理職の確立

0 旧高等文官試験の改革

マッカーサーの占領行政が考えたことは，新慾一法の縮

行，農地改革などをはじめ，わが国の民主化を図るため

の諸改革を進めると同時に，わが国が自立して存立する

ための経済的自立の援助を行わねばな らないことであっ

た。このためにはわが国これまでの官僚制を改革せねば

ならないが， 同時に官僚の行政カを維持してゆかねばな

らなかったのである。

このために，昭和23年7月にはさ っそく 旧来の高文制

による高級公務員の非民主的な採用方法は廃止され，行

政l般に対して一般国民から広く能力の実証による公開競

争試験による採用がとられた。これまでの帝国大学の法

科中心に公務員を採用することをやめ，法律や経済のみ

ならず，物理学や化学，機械や電気などの工学から，数

学や心理学などまで，一般行政l織として必要な各種の専

門にわたって色々な区分を設けて，平等に人事院の行う

試験によって採用することに改めたのである。

こうして昭和23年から「心理学」が「数理統計」のj織

などと一緒に，はじめて公務員の専門区分として認めら

れることになったのである。かなり後に， 1111羽147年から

は，教育学及び社会学も専門区分に加えられて今日に到

ってlパる。

i以前の高文試験は干i~..国大学の法学部，経済学部などの

ほかは，ごく少数の文部省が認定する私立の男子大学の

卒業生以外には，高文予備試験を受けて合格しなければ

受験資格が得られなかった。また高文の受験科目は25i法

はじめ行政法， 刑法，民法，繭法などと法律訪日目が主と

なり，昭和に到ってから，ょうやく経済学と日本史など

が加えられた程度であった。



高等官に任)fjされるためには，旧来は高文試験合絡の

ほかは，昔の中学校以上を卒業するか，普通文官試験に

合格して判任官に任用され，数年の技手や書記の経歴を

経て高等官に昇格するか，国立大学や研究所の助手から

教授，助教授と教授会の詮衝によって昇絡して奏任官に

なり，そこから行政l般に転任するかである。いずれもそ

の道はごく狭く，また昇任は甚だ遅いのであった。

ただし，アメリカのように政党などのカによ って公務

員になるという，政党によるスポイルシステムは，アメ

リカがJ心配するほどにはわが国ではびこっていなかっ

た。大正以後に段々とスポイル傾向が出てきたが余りの

びなかった。

時の政党によって自由任用の出来る上級公務員は， 政

務次官や各省若干の審議官などに制限されており，反対

に政党が官僚によって支配される傾向のほうが，むしろ

問題であった。

現在のように，行政の科学化の必要性が大きくなって

きた時代に，これまでのような法科中心の公務員採用で

はやってゆけなくなる。そこに高文試験の改革が必要と

されたのである。

公務員上級職 (6級)の採用試験として，行政l織とし

ての共通教養試験を行うほかに，行政織を区分して，行

政，法律，経済などの区分のほか，同等の区分として，

物理， 化学，機械，電気など技術系の区分，並びにここ

にとりあげた心理学や，教育学，社会学，統計数理ある

いは農業経済，農業化学など農学系の区分などに対応す

るさまざまな専門試験をもった一般行政J~訟の公正な採用

試験を行い，その結果から区分別の合格者名簿を作成し

て，各省庁はその中から必要とする公務員採用者を選ん

で行くことにしたのである。

附言すれば，各区分が同等であるとする意味は， 行政

l織の上級甲に合格した者は，この区分は配置上の適i織の

目安を示すものではあるが，どの行政i織に対しでも，そ

の人の適性能力の実証によって任用資格は同等にあると

いうこ とである。 例えば，区分は何であれ本省の事務次

官，局長ーなどの上級職位につき得ることである。実際に

は，行政や法律の区分に属する者が事務次官や局長など

のl般につくことが多いが，別にそれが規則によるのでは

なく，みな同等に資格がある。現に区分が11¥来てから，

次官など、の上級公務員に技術系の人がつく例がi官lえてき

ているのである。

0 人事院の行う公務員採用試験

かく して国家公務員の採用は戦後は人事院の手によっ

て，国民に対し， i公開平等・機会均等」と 「民主・公
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fi 政 3，547人 40人

i'1て 手It 8，421人 221ノ¥
経 済 2，974人 95人

{;、 理 669)1. 20人

教 育 666)¥. 15人

f上 JZZS 25 413人 15人

数 学 344人 15ノ、
物 理 1，182人 84人

t也 質 331人 15人

情報 工 学 458 ~ 、 55)、
'iLi: 気 463人 45)、
電子 ・通信 866 ~ 、 78人

機 械 1，124人 78)、
ゴニ 木 3，526人 228人

建 築 1，023)、 40)、
イじ 寸λ込ユ， 1，537人 88人

金 I習2 188人 15人

資源工学 138)1. 14人

~ 二山子岳 512人 29人

1斗 学 1，684人 55ノ¥

jl~ 業経済 382人 30人

浪芸化学 796人 35人

政栄工学 1，000人 64人

* 産 581人 20入

材、 :山子 893人 29人

71， 産 724人 25人

砂 |坊 130人 15)¥. 

逃 国 255人 15)¥ 

合計 34，854人 1，478人

正」の理念に基づいた公開競争試験によって行われるこ

とになった。尤もすべてを人事院で行うことは不可能な

ので外交官試験の一部は外務省になどと，他の機関に委

託して行われる試験もある。

人事院が採用試験を実施し，試験区分別に成績順の採

用候補者名簿を作成し，各省庁の請求により，この名簿

によって各省庁に候補者を呈示し，各省庁はその中から

面接等を行って採用者を決定する。その中で一般行政I般

の上級(甲及び乙)， 中級及び初級採用試験の三つ は3

毎年人事院によって行われる公務員試験のうち最も大が

かりな全国的試験である。

そのうち， 心理職試験を含む公務員採用上級(甲)試

験は，採用後は国の行政をリ ードする幹部公務員となる

者を採用するものであるから，後述するように，慎重か
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図1 上級試験(甲)年次別実地状況

つ深く研究されて実施されているものである。

「国家公務員上級試験」の区分や状況は年次により多

少変化したが，その最近のものを表示すると表1のよう

である。

上記の最終合格者を成績順に各区分別の採用候補者名

簿に作り，そのリスト順に人事院は各省庁の請求により

必要とする人数の5倍ほどを各省に提示し，各省はその

中から採用者を決定する。

図lに見るように，昭和58年度の総申込者総数3万5

千人であり，試験の最終合格者数は 1，478名であった。

この最終合格者の数は各省庁に各区分別にその年次の予

定採用者数を聞き，それを基礎として区分別に年次ごと

に決定されるのである。

専門区分は現行では28区分である。 採用決定は人事院

の提示に従って各省庁が区分別に行う。 昭和57年度の採

用者は合計で648名であった。この採用者数は毎年度あ

まり変らず，だいたい600名前後である。

次の図1に見るように，昭和30年代の高度成長期には

やや多く 1，000名ぐらいであった。 これに対して試験申

込者の数は， 世間の好不況などに影響されてかなり変動

する 。 高度成長の好況~Þlには合計で 2万人ほどが受験

し，その中から1，000人ほどの採用者があった。H百和48

年のオイ/レショック以後の不況期には受験者が大いに増

えて 5万名をこえるほどになった。最近は景気の復調で

公務員試験受験者は 3万名ほどになるだろうと見 られ

る。

年次別の状況は図1のよ うであるヘ

各区分ごとの採用をl昭和56年の例で見ると，法律 (153

人)，経済 (60人)と，この法経両区分は，申込者 (受

験者)数も例年それぞれ8千人から5千人と，きわ立っ

て多いが，採用者数も153人 60人と最も多い。各省庁

とも多く採用するので，採用者総数も多くなるので あ

る。これに対し，行政(採用者20人)は，受験者数は経

済の半数もあるのに比して，採用者は20人とご く少 な

い。採用する省でも 1人か2人しか採用しないのであ

る。この辺は興味あるところだが，今回の主題でないか

ら省略する。

次いで録用者の多い区分は農学 (55人)， J.設業工学 (35

人)，林学 (29人)など， これは農林水産省で、ま とめて

採用する。また土木 (53人)が建設省や運輸省などの採

1 上級試験は年度ごとに少しづっ改変されているの

で，この図のように，その申込者数3 採用者数など

を年度につなぐことには無理が多い。またその数値

は年度ーを区切る時期によっても変る。しかも正械な

数値は確認し刻い。本文はそれらをすべて， I人Ij]
院創立20年史J，I同33年史」及び毎年数多く 刊行さ
れる 「受験参考書」などによったが，いずれにせよ

当らずと言えども遠からず程度のもので我慢した。

図2に於ても同様である。



用で多くなっている。

採用の少ない区分は，数学 (4人)，金属 (4人)，砂

防(4人)などである。

心理の採用13人は多いほうではないが， 教育 (6人)， 

社会 (5人)よりは多い。採用先は法務省 (6人)， 労

働省 (6人)， これはほぼ毎年の採用である。あとの 1

人はこの年は厚生省である。

3 心理職試験の設定

0 法務省，労働省などの要望

昭和23年から私は人事院に勤めていたので，心理職試

験の設定に何か一役したのではないかと見る人もある

が，職掌がちがうので，私は何もこれに関与して いな

い。ただ当H寺の人事tl・のIJ.I下興家氏と雑談の中で，山下
氏から， rこれまでの高文試験を改めて，技術系のエン
ジニアーなどがもっと公務員として活動するように，人

事院試験では，法学や行政学などの専門と同格の区分と

して，それぞれの専門職試験を置くことにする。その区

分の一つに君たちの心理学も加えようと思って，いま準

備をはじめている」と聞かされた。「そ れは非;市に結構

なことです」と私はお答えしたことを党えている。

心理学を人事|涜の上級試験 ('i")に一区分として加え
ることについて具体的に要求を出したのは，法務省矯正

局であったと聡tいている。当時，法務省に居た心理学者
の山恨清道氏の話では，昭和22年に司令部の意向で，24 
年春までに少年鍛別の制度を施行したいと考えている。

至急に全国に鑑別所を設けることと，鑑別の出来る心理

学専攻者を用意するようにと指示してきた。

これに対して山根氏らは同僚の遠藤辰樹氏と相談し，

少年鑑別制度をと って行くには，施設はともかくとし

て，鑑別の出来る心迎l般の人を作ることが一番の問題点

である。それには，とりあえず以前からの心理学者から

適任者を探すとしても，これからは新制大学出の心理学

専攻者を毎年何ノ叫3ずつ公務員に採用して養成してゆく

ことよりほかにない。 このために6級職試験の専門区分

に心理学を加えることを要求しようということにな っ

た。直ちに23年度予算要求と共に，心心、王切T
ども添えて当}局奇に要望したということでで、ある。

人事院任用j司の上記菅原氏は，行政l織の区分として，

法律，経済以外にいろいろな専門についてアメリカと同

様ないろいろ専門試験を作ることを準備しかけていた

が，高文試験を改革するには，工学系以外にも，心理学

や数学などの専門l般の入口を拡げて泣くことが，今後の

採用試験を考えて行く上に必要であるとして，この案に

賛成であった。
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また労働省では，職業紹介業務の科学化のために一般
職業適性検査 (GATB)をわが国の職業行政に導入する

ことが予定されて居たのであるが，これの専門職として

上級行政l倣試験の区分に心理職を必要とする旨の要求

が 11寺の安定局長の斉藤邦吉氏によって提案されてい

fこ。

こうした各方面からの要求が具体化して，昭和123年に

は人事院内に上級試験の問題作成の専門委員会が出来，

そのーっとして，心理専門試験のために，人事院からは

菅原氏ほか数名，法務省からは前述の山根氏，労働省か

らは佐籾[1氏などが人事院に集まり，アメリカの例をしら

ベ，わが国の事情を考えて試案を練り， 24年度からこれ
を実施し，以後今日に及んでいるのである。

0 心理職の申込と採用

国家公務員上級 ur積)に大学出の心理学専-攻者の採
用が始まったのは，昭和25年からであるが，最初から心
理j織を採用する省庁は多くなく，かっ採用数も多いもの

ではなかった。心理区分の受験者の数も昭和]28年になっ

て新制大学の卒業生が卒業しだすまでは，心理学専攻者

の数も多くなかったのである。 しかし，新制大学になっ

て大学も増え，四年fJjlJで300校を超えるほどになったの
で，心理学専攻者の数も大いに嶋え，その人数は少なく

見ても毎年2，000人を超えるほどになった。

しかし，公務員の心理区分の申込資格は大学での専攻

を何も条件にしていない。「人事試験研究JNo. 88 (昭
和田年)に，当H寺人事院試験専門官であった鈴木義子

(現横浜鑑別所勤務〕が， r心理Jと題して簡単な解説を
行っている。それによると，心理区分の受験者層の特徴

は，第一に専攻学科別では， 心理学専攻者 (教育心理学

を含む)が7劉， 教育学と社会学専攻の人が合せて 1

割，その他専攻者が2答IJである。心理学専攻でない人が

割に多い。

次に性別ではタj女の比がほぼ6: 4で，女子の割合が

高いことが挙げられる，と述べている。

省庁別の採用者を全部しらべることに困難があったの

で，その最初]の5年間と，最近5年間の採用人数だけを

示すと，次表2のようになる。

次いで心理職の申込者(受験者)と各省庁採用者の数

を年次別に表示すると図2である。

心理区分は受験者は多いが，採用者は少ない。それも

初期のころは採用が30人近くあったのが，最近では10人

から15人ほどに半減している。従って倍率は40倍ほどに

なるので，大学で比¥1攻的に出来のよい者だけが受験す

る。合終者も，東大，京大，教育大，女子ではお茶大，
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表 2 公務員上級(甲)心理，省庁別採用人員

よご1|最初の 5年 |叫
24 25 26 27 28 I I _ _ _ _ I 52 53 54 55 56 

人事院 3 2 ( 5) 1 ( 1) 

警察庁 2 ( 2) l ( 1) 

法務省 14 30 17 20 18 (99) 3 5 4 5 6 (23) 

公安調査庁 ( 0) 2 1 ( 3) 

文部省 1 l ・つd ( 4) l ( 1) 

厚生省 1 1 ( 2) l ( 1) 

農林水産省 ( 0) 1 ( 1) 

労働省 4 3 5 6 7 (25) 6 6 5 5 6 (28) 

各省庁合計 I 23 37 24 お 27 I (137) I _一一一 I13 11 10 12 13 I (5 

百
〈
/
所
得
他
地
計
画

←復 興→

700-150ロー
八 |人

600-HOロー
人 |人

500-j30ロー
人 |人

‘一!日'j}St I北 t~!UIー，

←復 1澗→

申込者数

←i止~:1とj切ー〉

lぜ1Q ¥o-n I ¥ 1¥ 
人人

、、4 t_Y¥ 
4・ P、 rγ...0採用者数

H日制1 2511' 3011' 3511 40年 4511' 501j.ニ 5511三 60'1三

図2 上級心理申込者 p 採用者数

東京女子大などが多いようである。

再び鈴木氏の解説にもどると，各省で安定した採用を

行っているのは法務省fと労働省であり，それ以外は年度

によって 1名程度をとっている省庁が若干ある。採用後

は，行政事務，研究，臨床L 採用された省庁によっ

て，また採用後の配属によって，その職務は大きく変わ

ると述べている。

0 試験の種目と内容

心理区分など多くの区分別の専門試験を伴った国家公

務員上級(甲)の人事院試験が開始されて今日まで既に

三十余年を閲し，その問に幾らかの変更が行われて来た

が，その大綱に於ては大きな変りはない。よって現行の

状況について簡単に述べる。

この試験は第l次と第2次の試験に分かれ，第1次試

験は毎年7月の第1日曜日に全国各地で行Lわれる。受験

の申込受付は5月初旬から約 1週間，人事院各地方事務

局で取扱う。

l次試験の合格者には合格通知書が郵送され 8月第

一週に(心理)専門試験及び各区分に共通の総合試験な
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どが行われる。また日時を別に指定して 3名の試験官 教育心理学

の問H寺面接による人物試験が行われる。 応用心理学(産業心理学， 1臨床心理学)

この上級試験(甲)心理区分の最終合絡者は，このと 社会調査法

ころ毎年20名ほどであり，その決定は10月1日に行わ 統計学

Jt"同"寺に区分別成績順の候補者名鮮が作られる。

これはその後，各省庁の請求により提示が行われる。 o 試験方法の研究
そして各省庁は面接を行った上で最終的な採否決定を行 上級甲の試験では，一次試験としては，各区分共通の

う。4月初旬に10日間程度の 「合同初任者研修Jが人事 教義試験，区分ごとに異なる専門試験の 2つが行われ

i涜の手で行われた後， 採用は省庁にて一定の研修の上で る。いずれも 5技選択によるものである。

各配属先が決定され勤務につくことになる。 2次試験では，専門試験では各区分別に 2問題で記述

心玉虫区分試験の(1)内容と (2)11¥題分野は，鈴木氏の 式による筆記試験が行:われる。また総合試験として各区

解説によると次のようである。

(1) 試験種目と内容

試験 | 頼回 同山] 内容

第一次試験

教養試験 31時間

一般的な知識及び

匁l能についての多

校選択式による筆

記試験

専門的な知識，技

術又はその他の能
専門試験 1 ') tI::h t:ll'I'JA/¥.1 13時IMJ305}1カについての多校(多校選択式)I OJ fI'1'II'fJoJV.)J I 

選択式による筆記

試験

分共通に行えるような社会的事象についての一般的命題

から，これを系統的に把握し，論じさせ， 判断させる総

合的能力を見ょうとする和文 1題，英文 1題による記述

式試験が行囚われる。これはマルチョイ式試験の欠陥を|坊

ぐことをねらったものである。また3人の試験官が 1人

の受験者に対し問H寺に面接する口述試験による人物試験

などと，いろいろ慎重に研究された各種の試験方法が用

いられている。

このために人事院では昭和24年の当初から任用局に専

門試験官室を置き，そこに各区分ごとに専門官を位き，

また試験専門に研究する心理l織を置いて，試験方法やIi¥

題問題について研究を続けてきている。それら研究成果

は機関誌「試験研究」として， 既に110号を発刊してい

時P"J(I(Jな知識，技 る。

専門試験
(記述式)

311寺II:J

第二次試験| 総合試験
I 31時間一l干l種のみー

人物試験

術又はその他の能

力について記述式

による鉱記試験

総合的な判断力，
思考力，その他の
能力についての記
述式による銘記試
験

人1iG，性IUj等につ

いてのflli15JrJffiits'に

よる 円述試験

各試験問題の出題数は例年，教義試験60題，専門試験

(多校選択式)60題， (記述式) 2題，総合試験2題とな

っているようである。

(2) 出題分野

前述のように，能力検証の範1mとしては広く一般心理

学を含めている。分野を詳述すれば次のとおりである。

一般心迎学(心理学史，行動の生sJ!学的基礎，動機，

感情 ・情動，知覚 ・感覚，学習 ・記憶，思考，女n能，パ

ーソナリティ ，発達，社会的行動)

また，各区分の試験ごとに数人の大学教授を委嘱して

各区分の出題方法の検討や問題の作成について協力をお

願いしている。

4. 心理職間と協力

0 国家公務員以外の心理職

これまでは国家公務員のことだけを専ら述べて来た

が，公務には地方公務員も数多い。 地方行政に於いては

とくに小 ・r:tr・高校の教員やjlZ病院などの地区大病院に

侮iJく心理i織がある。また児童相談所とか身障福祉関係の

カウンセラー，自動車など交通関係の業務に於ても心理

職の仕事は多い。

地方公務員に関しては，各地方人事委員会が国家公務

員に於ける人事院と同じ任務を持ち，有能かっ専門的な

職員を公正に採用しかっ育成してゆかねばならない定め

である。はじめの頃は各地方委員会は人事院に採用試験

の指導と協力を煩んでいたが，現在は各地方委員会が互

いに協力して日本人事試験研究センター(財)を作り，

これによ って人事試験を行っている。しかし各専門試験

まではなかなか十分には行えない。そこで地方で必要の
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ある場合は，国の省庁の心理職の人々に協力を要請する

場合が多い。

国同志の場合にも，専門職試験に対しては，人事院に

各省庁から必要な専門職の出向によって手伝ってもらう

場合もめるし，例えば警察庁の矯正関係の鑑別業務には

犯罪心理学会との交流を通じて大学など一般研究者と協

力してゆくし，自動車など交通行政の問題では，本誌6

号に餓田正一氏が書いているように国鉄労働科学研究所

の心理臓の人々と，応用心理学会の交通事i!次対策委員会

での初f究を通して-t有に協力しあってゆくことがある。

今後は一層そうした協力関係を作ってゆくことが大切な

ことになろう。

以前に児玉省先輩が大変に骨を折っていた 「心浬技術

者の育成」の問題のことを思い出す 。心理技術者の資格

認定は学会で行う。各大学でこれに対応できる講座を設

ける， などの対策意見を応心学会でいろいろ論じてい

る。心理技術者と一口に言っても法務省の鑑別技官と労

働省の職業指導技師では大いにちがうし，児童相談所ゃ

あるいは高校での教育カウンセラーもあれば，病院で医

師と共に働くセラヒ。ス卜，あるいは民間企業での人事相

談者なども，かなりちがう役割りをもつものである。こ

れを一木や二本の資格認定でまとめようとしても無理な

のであろう。心理職試験一つを成立させるためにも上述

したような研究や手間がかかることを思えは，心理技術

者全体をまとめるには，なお|時期尚早で，今日のところ

は，まずお互いに協力しあえる範囲で，色々な形で結び

あい協力しあって行くことがまず第ーであろう。

公務員の心理職試験は昭和24年の成立から今日まで既

に30年余を経過している。その問に社会の変遷にも激し

いものがある。後述のように民間企業ならばその景気の

変動による影響をもっと甚だしく受けたであろう。幸い

親方日の丸の公務であるから，心理J倣試験が設定された

以上は， 少々の不景気でも，法務省や労働省でも，いづ

れも問題はありながらも毎年度何名かずつの採用を続け

て来ている。両省は一方は鑑別所の技官を中心として狭

く固まり，一方は労働事務官として，惑くいえば何が専

門なのかわからない漠然としたところがあって，いずれ

も一長一短であると思われるが，今日まで続いている。

l、ま， この二省の現状を少し述べて見ょう。

0 法務省の心理職

法務省矯正局の心理職採用は既述のように最初からで

ある。鑑別所が設立された最初の数年は松木洋氏が書い

たよう なij銭高ijの心理l般の人々が詮衡lこよって任用されて

念場をつないだ。またIIB荊130年ぐらいまでは， 人事院試

験によってもかなり年輩の人が採用になり，毎年20名近

い人数が採用されている。

昭和30年以降は毎年6-8人の人が心理区分で採用さ

れ，主に各地の鑑別所に配属されて鑑別技官，あるいは

鑑別課長などとして働いている。

はじめの頃に多数採用 しすぎたので，ここ数年は3-

4名の採用と減少してきているが，古い人が既に次々と

定年退職J切に達しているので，今後は毎年10名位いずつ

のlifr人採用が期待されるであろう。

全国の鑑別所で句は各種の新しい心理テストなどにより

少年鑑別の臨床心理学的な専門技法による診断と矯正教

育に当っているので，少なくも300名の心理職の需要は

確保されている。また法務省の心理職はまとまりがよ

く，当初から矯正心理研究会を結成して，家庭裁判所の

人々と一緒に研究会を行っていたが， uB和38年にはこれ

を拡大強化し，大学等の教官や一般の研究者も加えて，

「犯罪心理学会」 なる単科学会を結成し， 事務局を東京

鑑別所内に置いて活発に活動している。現在の会員数は

730名ある。 うち約半数の人々は法務省関係の心硯臓で

ある。

法務省ではIIEi和40年ごろから，保談局のほうでも心理

J~誌を保護観察官の仕事の方面で使うようになり，このほ

うは鑑別の仕事よりも教育や社会の仕事のほうが多いた

めに，昭和47:11三からは人事院の専門区分の中に 「教育」

と 「社会」の二区分を加え，この区分の合格者の中から

もこの観察官の採用を行うようになった。

現在その数はこれら三区分の混成で25名ぐ らい であ

る。

本誌 「応用心理学研究」第 l号の中の書評で，法務総

合研究所 (現在大妻女子大学教授)の奥沢良鮒氏は，最

近出版の犯罪心理学の図書のうちから，111根清道著 「犯

罪心理学J(新l樫社)，遠藤辰雄著「非行心理学J(朝倉

番応)，安香宏 ・麦島文夫編「犯罪心理学J(有斐閣)， 

小林貞夫著 「死刑囚と無期l囚の心理J(金問1)出版)，の四

冊をまとめて紹介批評している。

これらはすべて法務省心理i織の先輩の人々の手による

ものである。こうした先輩の人々に，こうした立派な専

門的研究のある ところに，法務省心理I織の人々の業績と

誇り とがある と思う。

奥沢氏がこの書評の末尾として，Iこれ ら先輩の諸氏

が最近の刑事政策の動向に対して，犯罪心理学の立場か

らの提言を何らかの形で示してほしかった。例えば，ーー

こうした政策的な萄柄に対して，あまり積極的な提言が

みられないようであった。学Ij1Jと政策のI'M1に隔りのある

こと は1!\~論であるけれども ， 応用心理学としての犯罪心



理学ならば，こうした実践的課題，現代的課題，社会的

課題に対して充分発言できるようなものでありたい。」

と述べている。私はこの所見に全く同感である。

法務省の中の心理学的応用が，少年鑑別だけの臨床心

理学の専門技術に限られているのでは物足りない。法務

省にいる多数の心理職の人々にもう一段の開発への努力

をお願いしたいと思う。

0 労働省の心理職

労働省の心理職は，既述のように，はじめは安定局の

職業紹介の近代化のために， GATBなどの心理テスト

を導入しようとして取り組まれたものである。この職業

紹介ないし職業指導業務に対する心理学の応用は松本洋

氏が既に述べたように戦前の職業技師の時代からあった

考えである。しかし，それが GATBテストのような古

い作業能力のマッチンク、、テス トの手法にとどまって，そ

の後の発達による臨床心理学や社会心理学を応用した，

職業指導や職業カウンセリングに見られる人間性研究が

不十分であった。このために職業指導に対する心理職と

しての研究や専門性が薄くなり，一般の労働事務官の代

用品に過ぎない人が多くなり，その心理区分としての中

心が漠然としてきたきらいがある。

上級l際試験(甲)の資格者としての優秀性は認め ら

れ，それによって心理職は毎年5-9名の採用が続けら

れた。ただ職安の業務については，法務省の鑑別技官と

異なって，最初の計画のように職業紹介の専門家として

全国各職安に多数の心理職を置いて当るものにはならず

に，職業紹介の仕事は単純な事務的な仕事に留まってい

る。

心理職はみな上級事務官用であり，安定局のみなら

ず，訓練局にも，基準局にも，県庁の職業課長や労働部

長にも配置されるように職域は広くなった。また女性の

合格者は婦人少年局にも多く配属された。また職業研究

所や身障者訓練センターなど，雇用促進事業団などの事

業団関係へ出向して働くなど，この勤務範囲は広くなっ

た。労働省心理職の専門性がうすいことは短所であると

同時に長所で、もあるともいえよう。

後述するように，私は単科学会としての産業心理学会

を発展させるには，労働省の心理職がその有力な一つの

恨拠になるかと考えていたが，職業研究所に行ってみる

と，労働省の心理職には心理学会に対する関心の薄い人

が多いことを知らされたのである。

しかし，労働省の心理l般の25年以降の採用者全部を年

度別に退職者を含めてその氏名，現住所，所属などを毎

年暮に名簿に作成して下さる方がある。これはこの人達
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のまとまりを示す貴重なしるしであると忠われる。

労働省内の行政的仕事はなかなか多方面の専門に亘っ

ているから，心理学の応用と言っても，旧来の能力テス

トや能率心理学の応用だけでな く，職業指導や訓練の上

では，職業相談やカウンセリングなど臨床心理的技法も

大切であり，また最近は，身心障害者や寝たきり老人な

どの取り扱いが一層重要になってきている。

また，従来の第2次産業，製造業などの作業研究や能

率心理学の応用よりも，これから発展する第三次産業や

サービ‘ス業などでの，販売心理学や欲求心理学など新し

い方面の心理学の研究と，その応用とが一層重要な分野

になって来る。従ってこれらの方面を今後大いに研究し

開発せねばならない。

この方面は，いずれも私は職業研究所長ー時代に志ざし

たものの，果し得なかった事柄であるが，雇用 ・職業総

合研究所が強化されて，上述したサービ‘ス産業の方面な

どの研究を強化しようとしている。こうしたことに今後

の期待を置くものである。

5. 民間産業での心理学

0 戦後の心理学の発展

冒頭に述べたように，戦前の心理学は欧米から，主に

ドイツから導入されたものであった。わが国は世界六大

強固の一つであるとか， lì釧1~大和が作れるまでに産業は

達したとか言ったが，それも追いつけ追いこせのかけ声

であった。

心理学も学校教育の場面とか，理論的研究の話では相

当に進んでいたが，この応用の実際となると，軍部や行

政の一部には心理l織が生れても，民間産業に於ける実施

や応用に於いては殆んど発達していなかったのである。

戦争直後の占領行政ではアメリカに学んだ行政とし

て，少年鑑別とか職安行政の上で心理l械が無理して設け

られた。そのお蔭で， 心理学はわが国内全般に大きな発

展や流行を見せた。-11寺は心理学ブームとさえいわれた

時がある。

学制の改革によって新制大学が生れると，まず各県に

国立大学や公立大学がl駅択弁大学とH

た。今日までに国立大学 (4年信制リω)は9旬3校，公立大が34

校ほどになっている。これらには戦後早く産れたものが

多い。これに対し私立大学は，高度成長ーによる需要のi113

大に合せて次々と設立されたが，その数は甚だ多く ，今

日までに325校の多きに及んでいる。

これらの大学には心理学は何かしら教諜に入れられた

ので， 心理学の教授の数も多くなり，これに伴って心理

学会の会員となる人も年ごとに噌加した。戦前の創立H古
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は200人位いであったが， 昭和20年の終戦時には約800

人に土留えていた。昭和130年には会員は1，363名に， 35年

には2，103名， 40年に2，563名，45年には2，963名， 50年

には3，272名，となった。

それが58年のオイ/レ・ ショック以後の不況と低生長時

代に入ると余り増加しなくなるが，それでも69年現在で

は4，000人余に達している。大学の数の増加はわかって

も，その中で心理学を専攻して卒業する大学卒業生の数

の!1~1加は正確にはわからない。 私ども戦前では多くみて

も毎年50名ぐらいのものであったが，終戦頃には年間で

100人をこえていたろう。それが今日の心理学専攻学生

は，学生数が答IJに少ない国立だけを勘定してみても500

人をこえるであろうし，卒業生の多い私立大学を入れた

ら毎年2，000人を超える数になるであろう。

心理学専攻の学生とは何を基準にするか， 1:1心の会員

名簿の末尾に心理学の専攻生を少なくとも出している全

国の主だった国公私立の大学学部のリス トがあげられて

いる。その数は120以上あるから，そこから数えて心理

専攻学生数は一学年の2，000をこえるだろうと思うので

ある。

しかし，心理学専攻の学生の大部分は昔ならその大部

分は先生ぐらいしかならなかったものが，戦後は普通の

大学卒業生と一緒に，世の中に出て，何かの職業に雇わ

れる。法手|生の代用品位いの気持で勤め人として会社勤

めをする人が多い。

私どもが昭和45年に行った調査によると，この頃は高

度成長時代の終り頃で，世の中はまだ景気がよか った

し，心理学もブームもあったので，心理学を学んで大学

を出て，民間企業に就職する大学生も数は， 年間2，000

人と多くなっていた。その頃は，大企業に勤めて，うま

くやっている心理専攻者も少くなかった。主に人事 ・教

育や，あるいはマーケッティング関係などに勤める人々

が主であったが，会社でも経営に余裕があったせいか，

心理学を企業活動の中て・応用して見ることの奥味と関心

を示すところがあった。そこで自分も大学時代に勉強し

た心理学を，会社での自分の仕事として，また少し勉強

してみたいという希望をもっ人々がいた。そのために，

心理学会などの側で，産業心理学会を作ってほしいとい

う戸が盛んに出た時代であった。ほんの一時期であった

が。

当H寺，応用心理学会にいろいろ部会が出来て，その中

に産業心理部会があった。永丘智良11さんなどが，これを

発展させて，そう した要望にこたえて産業心理学会に発

展させたらよいと強い希望をもって居られた。私もそれ

が出来ればよいと考えたので， fJIj述のように46年に早大

で日本心理学会の大会を引受けた機会に，心理学専攻者

の調査を行って産業心理学会結成の可能性を刺戟して見

たのである。(調査結果は，早大生産研所報， No. 25， 

1971年にある。)

この頃，心理学専攻者を採用した企業は，法経出身の

大学出では優秀な人材を採用しにくいので，その代用品

として，あるいは何を専攻したかは問題にしないで，大

学出身者として採用するところが大多数であった。しか

し，心理学出身は何か役に立つと期待して採用して見る

会社がかなりあった。こうした心理専攻者を好んで採用

した企業は，一番多いのが製造業の55%，次いでジャー

ナリズムの27%，次ぎが広告業の11%であった。

しかるに，調査翌年の48年末には，オイルショックが

製い，産業界は急激な世界的不況になり ，以後10年近く

は高度成長から一転して低成長の時代に移ってしまっ

た。その減益経営の中にあっては，産業心理学会を作ろ

うなどという心理専攻者の気運はすっかり雲散霧消して

しまった。

間もな く私は雇用促進事業団の職業研究所に移ったの

で，そこに出向していた労働省からの心理職の人々をつ

かまえて，産業心理学会が作れないものかと考えたので

あったが，実際に当って見ると，労働省心理職の人々の

問は，みな労働事務官であり，産業心理学会などへの関

心は薄いことを知って，その考えをあきらめたのであ

る。

0 産業心理学の今後の発展

日本リクルー トセンター (株)では，社長をはじめと

して専務の大沢武志氏を中心に，産業心理学の発展に深

い関心を持っておられるように思われる。その証拠は，

l昭和54年の日心会員名薄の巻末広告のー頁大に， iリク

/レートには58人の心理専攻者が活躍しています。」 と，

出身大学名を添えてその氏名を掲載している。

また，同社は|昭和54年に 「企業における心理学専攻生

の採用と活用実態報告書Jを作っている。

この時期は，前述の不況も底をついて， 企業も減量経

営から立ち直り，すっかり冷え切った大学出の採用も，

ぽつぽつ復活しだした時期である。

このアンケー卜調査に回答した主要企業の 1，210社の

うちで， 136社 (11.2%) が心理学専攻者を採用してい

た。しかし，心理学という専門性に着目して採用したと

ころはまだ少なく， 73%はただ一般学卒者ということで

採用している。

しかし，45年度の場合には経営者にやや余裕が出て来

たようで i心理学の専門的技術や考え方も企業活動に



何か役立つときもあろうかと思って」という経営者の人

の答えが20%ほどではあったのである。

採用した経営者の6割以上が心理学専攻生の勤めぶり

に満足して居り，彼等は人事労務や宣伝広告の業務に向

いているようだと評価している。

この45年度のリクルート調査では，景気の回復はまだ

十分ではないが，それでも，これからまた立直る可能性

がある。 心理学がこれまでの第2次産業での作業研究や

疲労研究や，能力的適性の研究にとどまるのでなく，産

業別ならばとれから発展しつつある第三次産業，サーピ
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ス産業や販売業などの方面にその広用の手を拡げたな ら

ば，また戦後の発達である社会心理学や臨床心理学の産

業場面での広用をもっと発展させてゆくならば，今後の

企業活動の恢復に伴って， 心理学専攻者の民間での活用

の勢いを公務に於ける心理職の発展と軌を一つにして再

び拡げてゆけることになろうと思う。

私には遂に実現できなかった単科学会と しての産業心

理学会の設立の日も近からんことを，ここに希望する次

第である。
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